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数 量

２　競争参加資格

　　次のいずれかであること

　　全省庁統一資格の「役務の提供等」に係る等級がA、B、C等級であること

　　ただし、細部は注意事項による。

３　契約条項を示す場所

　　陸上自衛隊丘珠駐屯地　第３２５会計隊丘珠派遣隊契約班及び北部方面会計隊ホームページによる。細部は、第７項(2)

　の適用する契約条項を確認すること

４　説明会及び入札執行の日時場所

　　説明会日時場所：説明会は実施しない

　　入札日時場所　：令和8年8月21日（金）10時00分　丘珠駐屯地厚生センター談話室

５　保証金

　　入札保証金：免除　契約保証金：免除

６　落札決定方式及び契約方式

　　落札決定方式：総品目総額　契約方式：一般競争

７　注意事項

（１）　競争に参加する者に必要な資格に関する事項

　　ア　予算決算及び会計令第７０条及び第７１条の規定に該当しない者であること。

　　イ　令和７年・令和８年・令和９年度の防衛省競争参加資格（全省庁統一資格）において「役務の提供」で北海道地域　

　　　の資格を有する者であって、次のいずれかを満たす者であること。（防衛省競争参加資格（全省庁統一資格）を新規　

　　　に申請中の場合は、申請中の旨を入札時に証明できる者であること。）

　　ウ　役務履行場所の現場確認を行うこと。

　　エ　「入札及び契約心得」を厳守している者。

　　オ　契約担当官等から指名停止の措置を受けている期間中の者でないこと。

　　カ　下記の「装備品等及び役務の調達に係わる指名停止等」に該当しない者であること。

（２）　適用する契約条項等

　　　　陸上自衛隊駐屯地用標準契約書

　　ア　契約条項

　　　　役務請負契約条項

　　イ　特約条項

　　 (ｱ)　談合等の不正行為に関する特約条項

　　 (ｲ)　暴力団排除に関する特約条項

（３）　保証金等に関する事項

　　ア　入札保証金は免除とするが、落札者が「入札及び契約心得」に従って契約の締結手続きをしない場合には、落札者が

　　　契約締結に応じないものとみなし、落札金額の１００分の５に相当する金額を違約金として徴収する。

　　イ　契約保証金は免除とするが、契約者が契約を履行しない場合は、契約金額の１００分の１０以上の金額を違約金とし
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　　　て徴収する。 

（４）　入札の無効

　　ア　第２項及び第７項（１）で示した競争に参加する者に必要な資格のない者のした入札

　　イ　入札に関する条項に違反した入札

　　ウ　入札金額、入札者の氏名及び押印された印影が判別し難い入札

　　エ　入札に遅刻又は途中退席した者の入札

　　オ　誓約した「暴力団排除に関する誓約事項」に虚偽があった場合又は誓約に反する事態が生じた場合

　　カ　役務履行場所の現場確認を行わなかった者の入札

　　キ　入札書下部余白に「当社（私・個人の場合）、当団体（団体の場合）は、上記の公告に対して「入札及び契約心得」

　　　及び「標準契約書等」の契約条項を承諾のうえ入札致します。また、「入札及び契約心得」に定める暴力団排除に関す

　　　る事項について誓約します。」と記載すること

（５）　契約書作成の要否

　　　　契約書を作成する。

（６）　落札決定方式

　　ア　当隊所定の予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって入札した者を落札者とする。ただし、当該応札価格が予算

　　　決算及び会計令（昭和２４年勅令第１６５号）第８５条の規定により契約内容に適合した履行がなされないおそれがあ

　　　ると認められる場合の基準を下回った場合は、落札を保留し、必要な調査のうえ決定する。この場合、すべての応札者

　　　は官側が行う調査に協力するものとする。

　　イ　落札者となるべき最低入札者が２人以上ある場合は、くじ引きにより落札者を決定する。

（７）　その他

　　ア　契約の成立時期は、契約書に双方が記名押印したときとする。

　　イ　落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１０％に相当する額を加算した金額（当該金額に１円

　　　未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税

　　　にかかる課税業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当する金額を入札書

　　　に記載すること。

　　ウ　入札に参加する者は資格審査結果通知書（写）を提出すること。

　　エ　代理人をもって入札に参加する場合は、委任状を提出すること。

　　オ　電報、電話及びＦＡＸによる入札は認めない。

　　カ　郵便による入札を行う場合、第３２５会計隊丘珠派遣隊（担当：星）に入札書送付の旨を必ず電話連絡し、２重の封

　　　筒それぞれに「入札書「（入札件名を記入）」在中」と明記し封印するとともに、内封筒に入札書を入れ、内封筒以外

　　　に第２項（２）同様の資格審査結果通知書（写）を同封し、入札実施の前日までに次項に示す入札に関する事項の担当

　　　へ必着させるものとする。この際、令和８年８月２０日（木）１７００までに到着するように配達記録の残る方法で送

　　　付すること。（メール便可）

　　キ　郵便入札がある場合の再度入札に関しては、速やかに応札業者に対して再度入札執行日時を通知し、後日実施する。

　　ク　本入札実施にあたり、市場価格調査を実施しております。入札参加希望業者は上記電話連絡を実施するとともに、Ｆ

　　　ＡＸにて市場調査価格表の提出を令和８年８月１９日（水）１７００までに送付してください。

　　ケ　感染症対策防止の観点から郵便入札を推奨しております。もし入札当日参加される場合は、事前にご連絡をお願いい

　　　たします。

　　コ　入札に関する事項の問合せ先

　　　　陸上自衛隊丘珠駐屯地　第３２５会計隊丘珠派遣隊　契約班（担当：星）

　　　　ＴＥＬ　０１１－７８１－８３２１　（内３４６）

　　　　ＦＡＸ　０１１－７８１－０５０４　（　直通　）

　　サ　仕様書に関する事項の問合せ先　

　　　　陸上自衛隊丘珠駐屯地　管制気象隊基地隊（担当：佐藤）

　　　　ＴＥＬ　０１１－７８１－８３２１　（内２７７）

（８）　公告掲示場所及び期間

　　ア　掲示場所：陸上自衛隊丘珠駐屯地第３２５会計隊丘珠派遣隊

　　　　　　　　　北部方面会計隊ホームページ http：//www.mod.go.jp/gsdf/nae/fin/index.htmi

　　イ　掲示期間：令和８年７月２４日～令和８年８月２１日

　　　　　　　　　　　　　　　

　



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　装備品等及び役務の調達に係わる指名停止等

１　大臣官房衛生監、防衛政策局長、防衛装備庁長官又は陸上幕僚長から「装備品等及び役務の調達に係る指名停止措置等の

　要領」に基づく指名停止の措置を受けている期間中の者でないこと。

２　前号により、現に指名停止を受けている者と資本関係又は人的関係のある者であって、当該者と同種の物品の売買又は製

　造若しくは役務請負について防衛省と契約を行おうとする者でないこと。

３　原則、現に指名停止を受けている者の下請負については認めない。ただし、真にやむを得ない事由を該当する省指名停止

　権者が認めた場合には、この限りでない。

４　第２号の「資本関係又は人的関係にある」場合とは、次に定める基準のいずれかに該当する場合をいう。

　(１)　資本関係がある場合

　　　　次のア又はイに該当する二者の場合。ただし、アについては子会社（会社法（平成１７年法律第８６号）第２条第３

　　　号及び会社法施行規則（平成１８年法務省令第１２号）第３条の規定による子会社をいう。以下同じ。）又は、イにつ

　　　いて子会社の一方が会社更正法（昭和２７年法律第１７２号）第２条第７項に規定する更正会社（以下「更正会社」

　　　という。）又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第２条第４号に規定する再生手続（以下「再生手続」とい

　　　う。）が存続中の会社である場合を除く。

　　　ア　親会社（会社法第２条４号及び会社法施行規則第３条の規定による親会社をいう。以下同じ。）と子会社の関係に

　　　　ある場合

　　　イ　親会社を同じくする子会社同士の関係にある場合

　(２)　人的関係がある場合

　　　　次のア又はイに該当する二者の場合。ただし、アについては、更正会社又は再生手続存続中の会社である場合は除

　　　く。

　　　ア　一方の会社の役員（常勤又は非常勤の取締役、会計参与、監査役、執行役、理事、監事その他これらに準ずる者を

　　　　いい、社外役員を除く。以下の号において同じ。）が、他方の会社の役員を現に兼ねている場合

　　　イ　一方の会社の役員が、他方の会社の会社更正法第６７条第１項又は民事再生法第６４条第２項の規定により選任さ

　　　　れた管財人を現に兼ねている場合

　　　ウ　(１)及び(２)に掲げる場合のほか、資本構成又は人的構成において関連性のある一方の会社による落札が他方の会

　　　　社に係る指名停止等の措置の効果を事実上減殺するなど(１)又は(２)に掲げる場合と同視し得る資本関係又は人的関

　　　　係があると認められる場合
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調達要求番号：6LZ11AM2804 

役 務 仕 様 書 

航空管制コンソールＧＦＲＣ－８撤去等役務 

仕 様 書 番 号 北航第Ｒ８－２０号 

作    成 令和８年 ７月１５日 

作成部隊等名 
北部方面管制気象隊基地隊 

１等陸尉 佐藤 和也 

1 総則 

1.1 適用範囲 

この仕様書は、陸上自衛隊丘珠駐屯地において使用している航空管制コンソールＧＦＲＣ－８を更

新するために必要な撤去等役務（以下、“本役務”という。）について規定する。 

1.2 用語及び定義 

この仕様書で用いる用語及び定義は、ＧＬＴ－ＣＧ－Ｚ０００００１（以下、“一般共仕”とい

う。）及びＧＬＴ－ＣＧ－Ｚ５０００２（以下、“外注共仕”という。）による。 

1.3 引用文書等 

この仕様書に引用又は参考とする次の文書は、この仕様書に規定する範囲内において、この仕様書

の一部を成すものであり、入札書又は見積書の提出時における最新版とする。 

a)  仕様書 

  ＧＬＴ－ＣＧ－Ｚ０００００１ 陸上自衛隊装備品等一般共通仕様書 

  ＧＬＴ－ＣＧ－Ｚ５００００２ 陸上自衛隊一般外注整備共通仕様書 

    ＧＳ－Ｃ４７５６３３     航空管制コンソールＧＦＲＣ－８ 

  公共建築工事標準仕様書（電気設備工事編）（国土交通省大臣官房官庁営繕部） 

  電気通信設備工事共通仕様書（国土交通省大臣官房技術調査課電気通信室） 

b) 法令等 

   廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号） 

  国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（平成１２年法律第１００号） 

c) 取扱説明書 

  航空管制コンソール ＧＦＲＣ－８ 取扱説明書 

 

2 役務に関する要求 

2.1 一般的要求事項 

a) 本役務は、公共建築工事標準仕様書“電気設備工事編”及び電気通信設備工事共通仕様書に基づ 

き、実施するものとする。 

b) 契約の相手方は、本役務を履行するにあたり、航空管制コンソールの撤去等に関する技能、能力 

知識をもつものとする。 

c) 契約の相手方は、本役務を履行するにあたり、必要な器材及び資材などは、契約の相手方で準備 

するものとし、かつ、“国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律”（以下、“グリーン 

購入法”という。）に適合するものとし、この仕様書に規定していない事項は、契約の相手方が規 

定する社内規定及び商慣習による。 

d) 契約の相手方は、本役務で撤去した器材（撤去により発生した部品及び副資材を含む。）は、外 

注共仕の付属書Ｂにより処置する。 
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d) 契約の相手方は、本役務を履行するに先立ち、実施する場所に対する法律や条例に基づく指定地 

域や規制基準の適合の有無及び建設物、交通標識、消火設備類、境界線などの他工作物の有無を確 

認し、あらかじめ監督官と打ち合わせの上適切に措置する。 

e) 契約の相手方は、本役務を履行するにあたり、別の契約の請負者と出会い作業となる場合は、監

督官の指示に従い、関係請負者間において十分協議を行い、相互に円滑な作業の実施に努める。  

2.2  役務場所、役務内容及び撤去器材構成 

a) 役務場所は付図第１及び付図第２による。 

b) 役務内容は表１による 

表１－役務内容 

役務場所 役務内容 備考 

管制塔５Ｆ 

１ 航空管制コンソール構成品の撤去 

   官側が指定する場所へ移動 

２ 各種信号及び電源ケーブル等の撤去 

   契約の相手方で処分 

付図第１ 

付図第２ 

管制塔３Ｆ 

１ 航空管制コンソール構成品の撤去 

   官側が指定する場所へ移動 

２ 各種信号及び電源ケーブル等の撤去 

   契約の相手方で処分 

付図第１ 

付図第２ 

c) 撤去器材の構成は表２による。 

表２－航空管制コンソール構成品 

名 称 
寸法（ｍｍ） 最大質量 

設置場所 
高さ 奥行き 幅 （ｋｇ） 

制御部 制御架 600 2100 700 500 管制塔３Ｆ 

    保守端末装置 400 150 400 10 管制塔３Ｆ 

    印字器 600 500 600 20 管制塔３Ｆ 

    無停電電源装置 440 770 770 230 管制塔３Ｆ 

対空無線管制卓－１ 950 1100 1050 250 管制塔５Ｆ 

対空無線管制卓－２ 950 1100 1050 250 管制塔５Ｆ 

電話通信管制卓 950 1100 1050 250 管制塔５Ｆ 

調整管制卓 950 1100 1050 250 管制塔５Ｆ 

情報モニター卓－１ 860 1300 1100 200 管制塔５Ｆ 

情報モニター卓－２ 860 1300 1100 200 管制塔５Ｆ 

運用主任管制卓 1250 1100 1050 300 管制塔５Ｆ 

2.3 使用資材 

a) 使用資材は表３を基準とし契約の相手方で準備するものとする。 

表３－使用資材 

№ 品名・仕様 数量 単位 摘  要 

１ クローネ端子用モジュール接続工具(パンチダウンツール) ２ 個 ＩＤＦ端子用 

２ クローネ端子用１０対用切断プラグ ４０ 個 ＩＤＦ端子用 

３ Felloes デスクサイドシュレッダー310MC（FE-4705301） １ 台 書類整理用 



- 3 - 

2.4  実施要領 

2.4.1 施設等の保護 

a) 契約の相手方は、本契約を履行するにあたり、官側の保有する施設、部品の損傷防止に留意し、 

養生などを行わなければならない。なお、作業において施設、物品に損傷が発生した場合は、速や 

かに監督官に報告するとともに、契約の相手方の責任において復旧しなければならない。 

b) 本役務終了時には、整理・清掃を確実に行うとともに、養生などの撤去を役務期間内に完了する。 

2.4.2 作業内容 

 作業内容な表４に示す作業項目について行うものとし、細部は官側と調整による。 

表４－作業内容 

作業項目 作業内容 

現地調査及びアスベスト

調査 

契約締結後速やかに官側と調整の上、現地調査及びアスベスト調査を

実施し、役務の細部内容を確認するとともに、アスベストを検知した場

合は速やかに官側に報告する。 

計画・管理 現地調査後速やかに作業の工程表を作成し官側に提出する。また、夜

間作業の際は事前に官側と調整のうえ、工程表に反映させる。 

役務作業の実施  工程表及び表１に基づき作業を実施し、撤去器材に接続されている各

種ケーブル及び固定金具を撤去するとともに銘鈑を取り外し監督官へ提

出する。撤去器材及び本役務で発生した材料のうち官側へ返納する物品

については、監督官が指定した場所まで移動し、外注共仕の付属書Ｂの

区分に基づき、種類別に仕分けるとともに風雨等による影響に留意し、

官側と調整のうえ保護措置を実施する。また、作業間に疑義等が発生し

た場合は、監督官と調整する。 

役務作業の作業時間  作業時間は次を基準とし官側と調整を行うものとする。 

管制塔５Ｆ、高所作業車を使用する場合及び騒音が発生する作業は、

２０３０～翌０６００ 

 その他作業は、０８３０～１７００の間 

復旧  作業のために移動させた物品及び壁・床などを作業開始前の状態に復

旧する。 

 

3 監督・検査 

 監督及び検査は、契約担当官が定める監督・検査実施要領による。 

 

4 その他の指示 

4.1 保全 

a) 契約の相手方は、本契約の履行によって直接または間接を問わず知りえた事項の管理に万全を期 

すとともに、それらの部外への利用、公表などを許可なく行ってはならない。 

b) 撮影等については、作業の進捗がわかるものもみとし、本役務に直接必要ない施設等が映り込ま 

ないようにする。 

4.2 駐屯地への立ち入り 

a) 駐屯地への入門の際は、駐屯地所定の立ち入り手続きを行うものとする。 
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b) 駐屯地内での作業にあたっては、駐屯地内での行動（入門手続き、火気取扱い、作業用通行路、 

立入制限区画への立ち入りなど）は、駐屯地等の規則及び駐屯地関係者の指示を厳守して、作業地 

域及び厚生センター以外への立ち入りを禁止する。 

c) 駐屯地内の施設等に損傷を与えないよう十分注意して施工するものとし、万一破損させた場合は、

速やかに監督官に報告するとともに、契約相手方の負担において原形に復旧するものとする。また、

第三者に損害を与えた場合は契約の相手方の責任において補修するものとする。 

d) 駐屯地の定められた喫煙場所以外での喫煙は認めない。また、清掃を確実に実施し火災の予防に

努めるものとする。 

4.3 作業時間 

 表４を基準とし、作業については監督官と調整する。 

4.4 撤去器材及び発生材の処理 

a) 撤去器材は銘板の表示が残っていないかを確認する。 

b) 発生材は、鉄くず、銅線ケーブル、銅線以外のケーブル及びプラスチック等に区分する。 

c) 撤去器材及び発生材は、付図に示す場所へ区分して搬入・集積する。細部の位置は監督官の指示

による。 

4.5 安全管理 

a) 契約の相手方は、必要に応じて保安灯などの危険防止のための措置を講ずるとともに、機会ある 

ごとに作業員に対しても注意喚起する。また、作業の工程ごとに安全に対する検討を行い、必要な 

措置を講ずるなど、安全管理を徹底する。 

b) 契約の相手方は、器材等をクレーン等により積み込む又は荷下ろしする場合、実施者とは別に安 

全管理者を指定する。レッカーを操作する要員は熟練者とし、周辺に存在する官側の保有する施設、 

物品に損傷を与えないように十分は配慮を行う。また、作業中における適切な道路の誘導は別に道

路誘導員を指定して行う。 

4.6 提出書類 

 提出書類は、表５を基準とする。 

表５－提出書類 

番号 名 称 提出時期 提出形式 数量 注 記 

１ 役務工程表 契約後 紙又はデータ １ 様式随意 

２ 作業記録 作業終了後 紙又はデータ １ 官側指定 

３ 作業写真 作業終了後 紙又はデータ １ 様式随意 

4.7 不具合などの処理 

 この契約の履行にあたり、不具合などが発生した場合は、速やかに契約担当官の指示を受けるもの

とする。 

4.8 仕様書に関する疑義 

 この仕様書に関する疑義は、すべて監督官と協議する。 
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付図第１－本役務の対象場所等 
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付図第２－管制塔立面図及び３Ｆ・５Ｆ平面図 

 


